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  （百万円未満切捨て）

１．平成26年２月期の連結業績（平成25年３月１日～平成26年２月28日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

26年２月期 36,023 6.5 775 56.1 777 54.4 374 51.1 

25年２月期 33,826 － 496 － 503 － 248 － 
 
（注）包括利益 26年２月期 362 百万円 （45.0％）   25年２月期 250 百万円 （－％） 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

26年２月期 50.36 50.18 4.4 6.2 2.2 

25年２月期 33.53 33.25 3.0 4.1 1.5 
 
(注)平成25年２月期の自己資本当期純利益率、総資産経常利益率の算定のおける自己資本及び総資産については、期末自
己資本及び期末総資産を使用しております。 
  
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

26年２月期 12,741 8,614 67.4 1,152.13 

25年２月期 12,325 8,387 67.8 1,125.49 
 
（参考）自己資本 26年２月期 8,591 百万円   25年２月期 8,356 百万円 
 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

26年２月期 719 △1,038 30 1,559 

25年２月期 127 828 △137 1,847 

 
 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
25年２月期 － 0.00 － 20.00 20.00 148 59.6 1.8 
26年２月期 － 0.00 － 20.00 20.00 149 39.7 1.8 
27年２月期（予想） － 0.00 － 20.00 20.00   －   

(注)平成25年２月期の純資産配当率(連結)における1株当たり純資産については、期末１株当たり純資産を使用しており

ます。 
 



３．平成27年２月期の連結業績予想（平成26年３月１日～平成27年２月28日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 16,358 △14.9 203 △65.4 203 △65.5 103 △70.0 13.89 

通期 36,100 0.2 817 5.5 786 1.2 424 13.1 56.86 

 

※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 有    
 

④  修正再表示                          ： 無    
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年２月期 7,607,400 株 25年２月期 7,574,700 株 

②  期末自己株式数 26年２月期 150,204 株 25年２月期 150,204 株 

③  期中平均株式数 26年２月期 7,445,447 株 25年２月期 7,402,427 株 

 
（参考）個別業績の概要 

１．平成26年２月期の個別業績（平成25年３月１日～平成26年２月28日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

26年２月期 28,255 △8.3 824 62.0 834 60.7 425 58.0 

25年２月期 30,819 △11.5 509 △74.3 519 △73.9 269 △76.5 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

26年２月期 57.17 56.97 

25年２月期 36.40 36.10 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

26年２月期 11,138 8,663 77.8 1,161.78 

25年２月期 11,063 8,377 75.7 1,128.35 
 
（参考）自己資本 26年２月期 8,663 百万円   25年２月期 8,377 百万円 
 
 （３）平成27年２月期の個別業績予想（平成26年３月１日～平成27年２月28日） 
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 12,844 △18.0 235 △62.3 238 △62.0 138 △63.7 18.61 

通期 28,478 0.8 847 2.8 823 △1.3 479 12.7 64.34 

 
※  監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続きを実施中です。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１.本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提の基づいており、実際の業績等は様々は要因により大きく異なる可能性がございます。業績予想

の前提となる仮定及び業績予想の利用にあたっての注意事項等については決算短信（添付資料） Ｐ.２「経営成

績・財政状態に関する分析」をご覧ください。 

２.当社は平成26年３月31日（月）に機関投資家向けに決算説明会を開催する予定です。その模様及び説明内容につ

いては、当日使用する決算説明資料とともに、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

(１) 経営成績に関する分析

  当連結会計年度におけるわが国経済は、海外景気の下振れリスクが懸念されましたが、政府の経済対策や金融政策を

背景として、個人消費の持ち直しや企業の景況感に改善が見られる等、緩やかな回復基調にありました。一方、当社グ

ループの顧客企業が属するダイレクトマーケティング市場は、通信販売の定着とともに拡大基調が続いております。

  このような環境の下、当社グループはダイレクトマーケティング実施企業に対してバリューチェーンの各局面で最適

なソリューションを提供するべく努めてまいりました。また、中期的な成長戦略として位置付けた「WEBビジネスの推

進」、「CRMビジネスの推進」、「国際ビジネスの推進」を推し進めるべく、社内体制を整えるとともに、外部との連

携を含めた基盤づくりに取り組んでまいりました。

  この結果、当社グループの当連結会計年度における売上高は36,023,571千円（前年同期比6.5％増）、売上総利益は

2,892,427千円（前年同期比7.9％増）となりました。販売費及び一般管理費は主に貸倒引当金が前年同期に比較し大幅

に減少した結果、2,116,978千円（前年同期比3.1％減）となり、営業利益は775,448千円（前年同期比56.1％増）、経

常利益は777,404千円（前年同期比54.4％増）となりました。また、特別損失として本社移転費用等を98,082千円計上

したことから、当期純利益は374,949千円（前年同期比51.1％増）となりました。

 

セグメント別の業績は、次のとおりです。

 

① ダイレクトマーケティング支援事業

  ダイレクトマーケティング支援事業については、収益性の低い取引の見直し及び仕入コスト削減等により収益性改善

に努めました。一方、「新業種・新領域顧客企業の発掘と育成」に取り組み、上半期において会員誘導型の取引が好調

に推移いたしました。しかしながら、現状の会員誘導型の取引には季節性があり、下半期においては減少しておりま

す。また、既存の大手顧客企業の出稿量が減少しており、収益性が低迷しております。

  WEBビジネスについては、６月に設立した株式会社トライズデジタルベースにて、インターネット広告支援を開始

し、顧客企業の獲得に取り組みました。また、テレビを見てWEBでの購入に至る貢献度（オフラインアトリビューショ

ン）の可視化に向けて研究を進めてまいりました。

  国際ビジネスにおいては、ベトナム、台湾に続き、９月にマレーシア、12月にタイでの通販支援を開始いたしまし

た。

  この結果、売上高は28,265,272千円（前年同期比8.3％減）、営業利益は795,813千円（前年同期比56.3％増）となり

ました。

 

② ダイレクトメール発送代行事業

  ダイレクトメール発送代行事業については、メールカスタマーセンター株式会社において、「ゆうメール」及び「メ

ール便」の取扱通数の規模を活かした安定した仕入の下、顧客企業からの受注が好調に推移いたしました。前期は連結

対象期間が５ヵ月間であるのに対し、当期は12ヵ月間が寄与したことから、売上高は7,785,154千円（前年同期比

158.9％増）、営業損失は20,413千円（前年同期は12,282千円の損失）となりました。

 

 

  次期の業績見通し

  当社グループの顧客企業が属するダイレクトマーケティング市場は、依然として拡大基調が続いているものの、テレ

ビ通販市場は、今後も横ばい傾向が継続することが見込まれます。

  このような環境下、当社グループは次期において、既存のダイレクトマーケティング支援事業の再成長を目指し、

「営業力強化」「商品力強化」「コスト適正化」を実施し、収益性の改善を図ってまいります。同時に、中長期的な成

長を目指し、「WEBビジネスの推進」「CRMビジネスの推進」「国際ビジネスの推進」に積極的に取り組んでまいりま

す。上半期においては引き続き厳しい状況が続くことが予想されますが、上述した施策の効果が下半期から現れてくる

と見込んでおります。販売費及び一般管理費については、人件費の上昇や本社移転に伴う地代家賃の増加及び減価償却

費の増加等による増加を見込んでおりますが、売上総利益の拡大で吸収し、増収増益を維持する見通しです。

 以上を踏まえ、平成27年２月期の連結業績予想につきましては、売上高36,100百万円（前年同期比0.2％増）、営業

利益817百万円（前年同期比5.5％増）、経常利益786百万円（前年同期比1.2％増）、当期純利益424百万円（前年同期

比13.1％増）を見込んでおります。
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(２) 財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

（資産）

  当連結会計年度末における総資産は12,741,689千円となりました。この内訳は流動資産合計11,291,163千円 、固定

資産合計1,450,525千円となっております。

（負債）

  当連結会計年度末における負債合計は4,126,941千円となりました。この内訳は流動負債合計3,685,059千円、固定負

債合計441,881千円となっております。

（純資産）

  当連結会計年度末における純資産合計は8,614,747千円となりました。この主な内訳は資本金643,642千円、資本準備

金633,642千円、利益剰余金7,463,774千円となっております。

 

②キャッシュ・フローの状況

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、1,559,534千円となりました。

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

   営業活動による資金は増加は、719,781千円となりました。これは主に税金等調整前当期純利益679,321千円の計

上、売上債権の減少による270,176千円増加の一方、仕入債務の減少による322,523千円減少、法人税等の支払220,034

千円等によるものです。

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

   投資活動による資金の減少は、1,038,865千円となりました。これは主に有価証券の取得、定期預金の預入等による

ものです。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

   財務活動による資金の増加は、30,703千円となりました。これは主に配当金の支払148,274千円、短期借入金の純増

98,324千円等によるものです。

 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成25年２月期 平成26年２月期

自己資本比率(％) 67.8 67.4

時価ベースの自己資本比率(％) 58.4 69.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（倍） 3.9 0.9

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 34.5    165.6

※自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注)１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

    ２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

    ３．キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを使用しております。

    ４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としており

ます。

 

(３) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

  当社グループは、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題のひとつとして認識しており、財務基盤の強化及び今後

の持続的成長のための内部留保の充実を図りつつ、経営成績及び財務状態を勘案し、適切な利益還元策を検討し実施す

る必要があると考えております。

  当期につきましては前期に引き続き、財務体質及び経営基盤の強化や資本提携を含めた重点分野への投資のための内

部留保の拡充を図りつつも、同時に株主の皆様へ還元ができる財務基盤及び環境が整っていると判断できることから、

20円の配当を実施する予定です。

  次期配当につきましては、当期と同額の20円の配当を実施する予定です。

また、内部留保資金については、引続き、財務体質及び経営基盤の強化、資本提携を含めた重点分野への投資等に使

用する方針であります。
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(４) 事業等のリスク

以下において、当社グループの経営成績及び財務情報に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項

を記載しております。また、以下の記載は本株式への投資に関連するリスク全てを網羅するものではありませんので、

この点にご留意ください。なお、記載された将来に関する事項は、提出日現在入手可能な情報に基づき当社グループが

判断したものであります。

 

１. 事業内容に関するリスク

① 国内の景気動向の影響について

  当社グループが提供する各種サービスは、景気動向の影響を受けやすい広告宣伝支出とは異なり、ダイレクトマーケ

ティング事業を実施する企業の商品販売において、販売に直接関連するため必須の支出である場合が多く、相対的に景

気動向の影響を受けづらい傾向にあります。

しかしながら、国内における景気動向の変化に伴い、いわゆる買い控え等消費動向に急激な変化が生じ、当社グルー

プ顧客企業の業績が急速に悪化する可能性は否定できず、かかる場合において当社グループが迅速かつ十分に対応でき

ない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

② ダイレクトマーケティング市場の成長性について

当社グループの顧客企業が属するダイレクトマーケティング市場は、メディア環境の急速な発達及び多様化も相まっ

て、近年成長を続けております。

しかしながら、国内における景気動向、消費動向等の経済情勢の変化等により、その成長が止まる可能性は否定でき

ず、かかる場合において当社グループが迅速かつ十分に対応できない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。

 

③ メディア環境の変化について

当社グループは、ダイレクトマーケティングにて使用されるメディア枠として、テレビ番組放送枠あるいはテレビCM

放送枠が、今後も重用されることを想定し、引き続きテレビを中心に使用したソリューションの提供を拡大してまいり

ます。

しかしながら、メディア環境や消費動向が変化し、インターネット、モバイル等テレビ以外のメディアを使用したダ

イレクトマーケティングが当社グループの想定以上に成長する等の事由により、顧客企業のテレビ番組放送枠やテレビ

CM放送枠等に対する需要が低下する可能性は否定できず、かかる場合において当社グループが迅速かつ十分に対応でき

ない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

④ メディア枠の安定確保について 

  当社グループの主要な収益要素であるメディア枠の販売において、テレビ番組放送枠の販売が大きなウェートを占め

ておりますが、当社グループでは、テレビ番組放送枠の確保・販売に加え、テレビCM、ラジオ、インターネット、モバ

イル、新聞、雑誌、折込チラシ等のSPメディア、店頭等、多様なメディアの確保・販売を積極的に展開しております。

  しかしながら、今後、大手新規参入企業や大手広告代理店業者等が巨大な資本力を活かしてテレビ番組放送枠等の高

値による買占めを行った場合、テレビ局がダイレクトマーケティング事業者に供給するテレビ番組放送枠等の供給量を

減枠した場合、地震や台風等の自然災害等の不測の緊急事態が発生し、メディアの放送規制が発生した場合など、当社

グループの計画通りにテレビ番組放送枠等を確保・販売できなくなる可能性は否定できず、かかる事態となった場合に

は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤ テレビ番組放送枠の一括先行仕入について 

  当社グループの主要な収益要素であるメディア枠提供のうち、最も大きなウェートを占めるテレビ番組放送枠の仕入

において、当社グループでは、当社グループ顧客企業からのオーダーに応じて購入する受注発注型仕入に加え、当社グ

ループの判断にて先行的にオーダーし購入する先行仕入を実践しております。また当社グループでは、先行仕入を行う

際、複数の番組枠を一括して購入する一括仕入や事前に定めた期間にて継続的に購入する期間継続仕入を実践してお

り、安価かつ大量のテレビ番組放送枠仕入を実現するとともに、仕入先である媒体社や広告代理店との信頼関係の構築

と取引関係の安定化を実現しております。

  当社グループでは、予め顧客企業のニーズを集約した販売計画を立案したうえで仕入計画を立案し、一括仕入や期間

継続仕入を実践しているため、仕入れた全ての番組枠を顧客企業に対し販売しておりますが、顧客企業の急激な販売不

振や視聴者のテレビ視聴動向の急激な変化等、当社グループが想定していない事態が発生し、予め立案した販売計画の

大幅な変更を余儀なくされた場合において当社グループが迅速かつ十分に対応できない場合には、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。
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⑥ 成長支援型新規顧客獲得戦略について

商品やサービスを販売する企業がテレビ番組通販市場に新規参入するには、初期準備費用に充当可能な資金やインフ

ラ整備等が必要とされるため、その参入が困難な場合があります。

当社グループは、そのような新規参入希望企業の中から、優れた商品や高い企画力を有し成長が期待できる企業、あ

るいは成長が期待できる商品を選別し、当該企業あるいは当該商品のダイレクトマーケティング事業が成長するまでの

一定期間において、メディア枠の販売又は表現物の制作におけるコスト面の協力や、当社グループの各種ソリューショ

ンの提供により当該企業又は商品の成長を支援する、独自の新規顧客獲得戦略を採用するとともに、当該ダイレクトマ

ーケティング事業の成長に伴い当社グループの売上及び利益の拡大を実現しております。

成長支援の遂行に際しては、当社グループにて成長支援計画を立案の上、当社グループの各種ソリューションサービ

スの継続的な提供を行っておりますが、当該企業あるいは当該商品のダイレクトマーケティング事業が成長するまでの

間において、当該企業への各種ソリューションの提供にて発生するコストの一部を、負担額に限度を設けた上で当社グ

ループが負担する場合があります。

当社グループでは、支援した顧客企業あるいは商品が計画通りに成長しない可能性も考慮にいれて計画を立案してお

りますが、当該顧客企業あるいは商品が当社グループの想定以上に成長しない可能性は否定できず、かかる場合におい

て当社グループが一時的かつ限定的に負担した各種ソリューションサービスに係るコストを回収できない場合には、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑦ 主要顧客企業への依存について 

  当社グループの全売上高に占める割合が10.0％以上となる主要顧客企業の数及び売上高の割合の合計は、平成25年２

月期において２社にて34.0％、平成26年２月期において２社にて29.1％となっております。当社グループは、今後にお

いて、当該顧客企業との取引額に関しても継続的に拡大を目指しつつ、新規顧客企業等、当該顧客企業以外との取引額

の拡大を推進し、特定顧客企業への依存の低減に努めてまいりますが、当該顧客企業の業績不振やメディア出稿の停止

等何らかの急激な変化等の事情により、当該顧客企業との取引額が大幅に減少した場合、もしくは当該顧客企業との取

引の継続が困難な事態に陥った場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑧ 特定仕入先への依存について

当社グループは、株式会社大広より、テレビ番組放送枠、テレビCMを始めとするメディア枠等を仕入れております。

当社グループの全仕入高に占める株式会社大広からの仕入高の割合は、平成25年２月期において43.3％、平成26年２月

期において35.9％と低下しているものの、その依存度はなお高いものとなっております。

株式会社大広は当社グループの代表取締役２名、取締役1名が以前に従事していた会社であり、当社グループ設立以

来良好な取引関係を継続しており、安定度の高い仕入先として認識しておりますが、株式会社大広の何らかの急激な変

化等の事情により、同社との取引契約期間の満了後、適切な条件で再合意に至らなかった場合、解除条項に抵触し契約

が終了した場合、その他同社との取引の継続が困難な事態に陥った場合において当社グループが迅速かつ十分に対応で

きない場合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 

⑨ 外注先の確保について

  当社グループは、テレビ番組制作をはじめとする各種表現物の企画・制作及びコールセンター業務の提供等におい

て、企画立案は自社内にて行うものの、実作業の多くは各分野における専門会社及び専門スタッフに外注しておりま

す。これまで当社グループは、十分なスキルとノウハウを有し、かつ当社グループ又は顧客企業のニーズに応える品質

を維持できる外注先を安定確保できており、また、当該外注先と良好なパートナーシップ関係を構築しております。

  しかしながら、外注先の何らかの事情により、当社グループとの取引が継続できなくなった場合、もしくは当社グル

ープ又は顧客企業が要求する品質の維持ができなくなった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

⑩ 商品在庫について

  当社グループは、商品を商品メーカーあるいは商品ベンダーより仕入れ、顧客企業あるいは商品卸業者に販売する商

品BtoB取引を行っており、当該商品の仕入に際し、若干の在庫を有しております。 

  何らかの事情により、仕入商品を予定通りに販売できず、過剰な商品在庫が発生し、適切な在庫管理体制を整備でき

なかった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑪ 競合会社の参入について

当社グループの顧客企業が属するダイレクトマーケティング市場は、近年拡大を続けているため、当社グループのビ

ジネスモデルと同様のビジネスモデルを掲げる新たな当社グループの競合企業が誕生し、今後も増加する可能性があり

ます。
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当社グループは、事業特長である『トータルソリューションサービス』を展開し、かつ独自の新規顧客獲得戦略を採

用することにより、他社との差別化を図り、継続的な事業成長に努めておりますが、そのような競合企業の参入によ

り、当社グループの優位性が失われ、計画通りの仕入が実施できない可能性、あるいはそのような競合企業と当社グル

ープの主要顧客企業との間で取引が開始され、当社グループと当該顧客企業との取引が縮小される可能性は否定でき

ず、かかる事態となった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑫ 新規事業について

当社グループは、今後も持続的な成長を実現するために、ダイレクトマーケティングに関する新たな事業に、積極的

に取り組んでいく方針であります。また、そのために他社との提携やM＆A等も含めて検討を行ってまいります。

しかしながら、新規事業を遂行していく過程において、事業環境の急激な変化や、事後的に表面化する提携やM＆Aの

相手先企業との不調和等の予測困難なリスクが発生する可能性は否定できず、かかる場合において当初の事業計画を達

成できない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

２. 法的規制に関するリスク

当社グループが取り扱うメディア枠は、各種メディアにおける規制・基準・方針等の影響を受けます。例えば、テレ

ビ番組放送枠やテレビCMについては、「放送法」等の関係法令の法的規制、総務省等の監督官庁又は社団法人日本民間

放送連盟等の業界団体が定める規制・基準・方針等の影響を受けます。さらに、メディアにおける表現方法等について

は、各種メディアにおける放送・掲載方法や規制・基準・方針等の影響を受けます。また、当社グループの外注等の商

行為は、「下請代金支払遅延等防止法」等の法的規制の影響を受けます。これらの法規制等の導入・強化・改正等に対

して当社グループが適切に対応できない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループの顧客企業の商行為は、「不当景品類及び不当表示防止法（いわゆる景品表示法）」、「薬事

法」、「健康増進法」等、主にダイレクトマーケティング事業に関わる法的規制、また、各種メディアにおける放送・

掲載方法や規制・基準・方針等の影響を受けます。これらの法規制等の導入・強化・改正等に対して当社グループの顧

客企業が適切に対応し得ず、かつ当社グループが当該顧客企業に対し適切な対応を怠った場合には、顧客企業の業績が

悪化する可能性があり、かかる事態となった場合には、間接的に当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

３. 会社組織に関するリスク

① 人材の確保と定着について

当社グループは、平成26年２月28日現在、役員13名、従業員155名で事業を展開しており、また、内部管理体制も規

模に応じた形で運用しております。 

  当社グループは、業務の拡大に伴って、恒常的な人材募集広告や人材紹介サービスの活用により、必要な人材の確保

に努めております。また、より優秀な人材を確保し、かつ必要な人材の流出を最小限に抑えるため、従業員の能力向上

のための人材教育プログラムの導入による人材育成の強化に努めるとともに、ストックオプション制度等のインセンテ

ィブ制度を導入しております。また、人員の増強に併せ、より一層の内部管理体制の充実を図る方針であります。

しかしながら、必要とする人材を当社グループの計画通りに確保できなかった場合、適時適切に人員規模に応じた内

部管理体制を運用できなかった場合、また、必要な人材の流出が発生した場合、事業拡大に制約を受ける可能性は否定

できず、かかる事態となった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

４. その他

① 個人情報等の漏洩の可能性について

  当社グループでは、顧客企業の個人情報を取り扱うことがあり、当該個人情報の管理として、ダイレクトマーケティ

ング支援事業については、当該個人情報を取り扱う当社グループの外注先であるコールセンター等に対する監視・指導

の徹底、ダイレクトメール発送代行事業については、顧客のデータベースに基づいてデータ処理を実施した後、封入封

緘作業等を依頼する外注先に対する監視、指導を徹底することにより、個人情報等の漏洩リスクを最小限に抑え、平成

17年４月１日に全面施行された「個人情報の保護に関する法律」の遵守に努めております。

  その結果、当社においては、平成20年２月20日付にて一般財団法人日本情報経済社会推進協会よりプライバシーマー

クの付与認定を受けており、平成26年２月20日付にて更新しております。また同様に、メールカスタマーセンター株式

会社においては平成17年４月27日付にて付与認定を受け、平成25年４月27日付にて更新しております。

  しかしながら、全てのリスクを完全に排除することは困難であり、個人情報の漏洩等のトラブルが発生する可能性は

否定できず、かかる事態となった場合には、損害賠償請求や信用の低下等により、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。

 

㈱トライステージ(2178)  平成26年２月期　決算短信

6



② 知的財産権について

当社グループは提出日現在において、提供する商品・サービス及び制作する表現物等に対して、第三者より知的財産

権に関する侵害訴訟等を提起する等の通知は受けておりません。

しかしながら、当社グループが提供する商品・サービス及び制作する表現物等に対して、特許侵害その他により第三

者から知的財産権に関する侵害訴訟等を提訴される可能性を完全に排除することは困難であり、かかる訴訟等を受ける

可能性があります。また一方、当社グループが所有する知的財産権について、第三者によって侵害され、訴訟等となる

可能性もあります。かかる事態となった場合、その経過又は結果によっては、当社グループの業績及び社会的信用に影

響を及ぼす可能性があります。

 

③ 訴訟等について

  当社グループは提出日現在において、業績に重大な影響を与える訴訟・紛争には関与しておりません。 

  しかしながら、様々な事由により、今後直接又は間接的に何らかの訴訟・紛争に関与することとなる可能性は否定で

きず、かかる事態となった場合、その経過又は結果によっては、当社グループの業績及び社会的信用に影響を及ぼす可

能性があります。

 

(５) 継続企業の前提に関する重要事象等

   該当事項はありません。
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２．企業集団の状況

  当社グループは、株式会社トライステージと連結子会社３社（株式会社トライズデジタルベース、メールカスタマー

センター株式会社、株式会社ディーピーシー）により構成されており、ダイレクトマーケティング支援事業およびダイ

レクトメール発送代行事業を行っております。

 

  事業系統図は下記のとおりであります。
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３．経営方針

(１) 会社の経営の基本方針

当社の社名「トライステージ」とは、「３」を意味する接頭語Tri と「舞台」を意味するStage とを組み合わせたも

のですが、「消費者」「顧客企業(＝商品)」「当社が提供する消費者と商品との接点(＝メディアあるいはチャネル)」

の３つのステージを結びつけ、強い信頼関係を構築したうえで徹底的な支援を行う企業であることを表したものであり

ます。

当社は、「消費者の喜びは、クライアントの喜びであり、私たちの喜び」という社是の下、「ダイレクトマーケティ

ングを実施する顧客とのパートナーシップの構築を重視し、最小のコストで最大の利益を生み出すためのソリューショ

ンサービスの提供」を経営の基本方針としています。

 

(２) 目標とする経営指標

当社グループは、中長期的な企業価値の向上を達成するために、収益性を意識しながら拡大、成長を実現していくこ

とを目標としております。そのため、目標とする経営指標として、「売上高」、「売上総利益」、「営業利益」を重視

しております。

 

(３) 会社の対処すべき課題及び中長期的な会社の経営戦略

当社グループの顧客企業が属するダイレクトマーケティング市場は、依然として拡大基調が続いているものの、市場

規模が拡大したことから、その伸長率は鈍化傾向となっております。特に、テレビ通販市場は、今後も横ばい傾向が継

続することが見込まれます。

このような環境下、当社グループは、既存の強みであるテレビメディアを中心としたダイレクトマーケティング支援

事業を強化するとともに、新たなビジネスを構築することにより、将来における売上及び利益の拡大の基礎づくりを目

指してまいります。加えて、上記を推し進めるために必要な体制づくりと人材づくりに注力してまいります。

 

(ⅰ) 既存事業の再成長

当社グループの既存の強みであるテレビを使用したダイレクトマーケティング支援事業において、新規顧客の開拓

及び、顧客企業別の最適な対応、営業プロセスの管理によって営業力強化を推進してまいります。同時に商品力強

化、コスト適正化を推進することで既存事業の再成長を目指してまいります。

 

(ⅱ) WEBビジネスの推進

メディア環境の急速な発達及び多様化に伴い、PC、スマートフォン等のモバイル端末、タブレット端末等の各種

WEBメディアを使用したダイレクトマーケティングが急成長を遂げております。

このような状況を鑑み、当社グループはWEBマーケットへの進出を中期的な成長戦略として位置付け、各種WEBメデ

ィアにおける当社独自のビジネスモデルの創出及び育成等を積極的に推進することにより、業容の拡大を図ってまい

ります。

 

(ⅲ) CRMビジネスの推進

ダイレクトマーケティング事業においては、獲得した顧客との間に継続的に良好な関係性を構築し、ライフタイム

バリューを高め、継続的な収益を確保する顧客管理施策（CRM施策）が事業成功のための重要な要素の一つですが、

その重要性は昨今ますます高まっております。

このような状況を鑑み、当社グループはCRM（顧客管理）ビジネスの育成を中期的な成長戦略として位置付け、顧

客企業のCRMビジネス拡大展開の際の支援サービス、及び、独自のビジネスモデルの創出及び育成等を積極的に推進

することにより、業容の拡大を図ってまいります。

 

(ⅳ) 国際ビジネスの推進

わが国のダイレクトマーケティング市場の伸長率は鈍化傾向となっている一方、アジアを中心とした新興国におけ

るダイレクトマーケティング市場は経済の発展と相まって急成長を遂げており、今後も高い成長が期待されておりま

す。

このような状況を鑑み、当社グループは海外マーケットへの進出を中期的な成長戦略として位置付け、顧客企業ま

たは当社サポート商品の海外マーケット進出の際の支援サービス、及び、当社グループのスキルとノウハウを駆使し

たトータルソリューションサービスの海外現地での展開等を積極的に推進することにより、業容の拡大を図ってまい

ります。

 

(ⅴ) 体制づくりと人材づくり

  上述した各事業戦略を推し進めるために必要な体制づくりとして、経営体制及び組織力の強化と資本注入を含む外

部との連携の強化等を積極的に実施することにより、将来における売上及び利益の拡大の基礎づくりの確実な遂行を

図ってまいります。
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  また、当社グループが実施するトータルソリューションサービスは、経験に裏打ちされたスキルとノウハウに頼る

部分が大きいため、最大の経営資源は人材であり、上述した各事業戦略を推し進めるために必要な人材づくりとし

て、人員の増強と従業員の能力向上のための人材教育及びノウハウの共有化による人材育成等を積極的に推進するこ

とにより、将来における売上及び利益の拡大の基礎づくりの確実な遂行を図ってまいります。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成25年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成26年２月28日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,849,114 5,959,534 

受取手形及び売掛金 4,153,762 3,872,011 

有価証券 200,000 1,397,930 

商品 145 7,892 

仕掛品 301 － 

貯蔵品 4,397 5,070 

繰延税金資産 43,694 74,029 

その他 57,448 60,557 

貸倒引当金 △89,325 △85,860 

流動資産合計 11,219,539 11,291,163 

固定資産    

有形固定資産    

建物 130,233 300,960 

減価償却累計額 △71,669 △76,119 

建物（純額） 58,563 224,841 

工具、器具及び備品 151,267 189,378 

減価償却累計額 △109,307 △97,986 

工具、器具及び備品（純額） 41,959 91,391 

車両運搬具 3,073 821 

減価償却累計額 △2,748 △655 

車両運搬具（純額） 325 166 

土地 10,400 7,495 

リース資産 － 3,192 

減価償却累計額 － △159 

リース資産（純額） － 3,032 

有形固定資産合計 111,248 326,926 

無形固定資産    

のれん 446,215 414,630 

ソフトウエア 74,120 55,833 

無形固定資産合計 520,335 470,464 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,000 3,000 

差入保証金 208,256 457,605 

破産更生債権等 437,589 449,164 

繰延税金資産 242,549 174,383 

その他 20,316 18,253 

貸倒引当金 △437,589 △449,271 

投資その他の資産合計 474,122 653,134 

固定資産合計 1,105,707 1,450,525 

資産合計 12,325,246 12,741,689 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成25年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成26年２月28日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 3,041,636 2,719,112 

短期借入金 204,708 349,508 

1年内償還予定の社債 14,000 － 

リース債務 － 670 

未払法人税等 12,003 69,605 

賞与引当金 1,815 1,890 

役員賞与引当金 － 4,320 

資産除去債務 － 28,443 

その他 292,138 511,509 

流動負債合計 3,566,302 3,685,059 

固定負債    

長期借入金 277,671 286,269 

リース債務 － 2,569 

退職給付引当金 53,659 59,116 

資産除去債務 40,097 68,926 

その他 － 25,000 

固定負債合計 371,428 441,881 

負債合計 3,937,730 4,126,941 

純資産の部    

株主資本    

資本金 638,499 643,642 

資本剰余金 628,499 633,642 

利益剰余金 7,237,314 7,463,774 

自己株式 △148,133 △148,133 

株主資本合計 8,356,180 8,592,925 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 － △1,283 

その他の包括利益累計額合計 － △1,283 

少数株主持分 31,335 23,105 

純資産合計 8,387,515 8,614,747 

負債純資産合計 12,325,246 12,741,689 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

売上高 33,826,160 36,023,571 

売上原価 31,145,365 33,131,144 

売上総利益 2,680,794 2,892,427 

販売費及び一般管理費 2,184,073 2,116,978 

営業利益 496,720 775,448 

営業外収益    

受取利息 8,684 7,757 

助成金収入 1,750 － 

その他 525 2,178 

営業外収益合計 10,960 9,935 

営業外費用    

支払利息 3,619 6,842 

その他 525 1,137 

営業外費用合計 4,145 7,979 

経常利益 503,535 777,404 

特別損失    

固定資産売却損 － 3,610 

固定資産除却損 683 8,044 

減損損失 － 8,217 

本社移転費用 － 78,209 

特別損失合計 683 98,082 

税金等調整前当期純利益 502,852 679,321 

法人税、住民税及び事業税 423,710 276,690 

法人税等調整額 △171,020 38,619 

法人税等合計 252,690 315,310 

少数株主損益調整前当期純利益 250,162 364,011 

少数株主利益又は少数株主損失（△） 1,959 △10,938 

当期純利益 248,202 374,949 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

少数株主損益調整前当期純利益 250,162 364,011 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 － △1,283 

その他の包括利益合計 － △1,283 

包括利益 250,162 362,728 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 248,202 373,666 

少数株主に係る包括利益 1,959 △10,938 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自  平成24年３月１日  至  平成25年２月28日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 635,638 625,638 7,136,984 △148,080 8,250,182 

当期変動額           

新株の発行 2,860 2,860     5,721 

剰余金の配当     △147,873   △147,873 

当期純利益     248,202   248,202 

自己株式の取得       △53 △53 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 2,860 2,860 100,329 △53 105,997 

当期末残高 638,499 628,499 7,237,314 △148,133 8,356,180 

 

         

  その他の包括利益累計額 
少数株主持分 純資産合計 

  
その他有価証券評価

差額金 
その他の包括利益累

計額合計 

当期首残高 － － － 8,250,182 

当期変動額         

新株の発行       5,721 

剰余金の配当       △147,873 

当期純利益       248,202 

自己株式の取得       △53 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）     31,335 31,335 

当期変動額合計 － － 31,335 137,333 

当期末残高 － － 31,335 8,387,515 
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当連結会計年度（自  平成25年３月１日  至  平成26年２月28日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 638,499 628,499 7,237,314 △148,133 8,356,180 

当期変動額           

新株の発行 5,142 5,142     10,285 

剰余金の配当     △148,489   △148,489 

当期純利益     374,949   374,949 

自己株式の取得           

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 5,142 5,142 226,459 － 236,745 

当期末残高 643,642 633,642 7,463,774 △148,133 8,592,925 

 

         

  その他の包括利益累計額 
少数株主持分 純資産合計 

  
その他有価証券評価

差額金 
その他の包括利益累

計額合計 

当期首残高 － － 31,335 8,387,515 

当期変動額         

新株の発行       10,285 

剰余金の配当       △148,489 

当期純利益       374,949 

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△1,283 △1,283 △8,230 △9,513 

当期変動額合計 △1,283 △1,283 △8,230 227,232 

当期末残高 △1,283 △1,283 23,105 8,614,747 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年３月１日 
 至 平成25年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 502,852 679,321 

減価償却費 64,485 60,758 

のれん償却額 42,065 99,756 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 426,318 8,217 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 4,320 

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,815 74 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9,230 5,456 

受取利息 △8,684 △7,757 

支払利息 3,619 6,842 

固定資産除却損 683 8,044 

固定資産売却損益（△は益） － 3,610 

減損損失 － 8,217 

本社移転費用 － 78,209 

売上債権の増減額（△は増加） 36,621 270,176 

たな卸資産の増減額（△は増加） △933 △8,119 

仕入債務の増減額（△は減少） △370,169 △322,523 

未払金の増減額（△は減少） △3,095 33,534 

未収消費税等の増減額（△は増加） 9,579 25,173 

未払消費税等の増減額（△は減少） － 24,842 

その他 △5,577 △25,929 

小計 708,811 952,226 

利息の受取額 8,599 8,496 

利息の支払額 △3,703 △4,347 

法人税等の支払額 △585,904 △220,034 

本社移転費用の支払額 － △16,559 

営業活動によるキャッシュ・フロー 127,802 719,781 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出 △200,000 △4,799,983 

有価証券の償還による収入 － 3,600,000 

有形固定資産の取得による支出 △41,850 △109,172 

無形固定資産の取得による支出 △54,236 △20,811 

定期預金の預入による支出 △11,007,900 △9,001,200 

定期預金の払戻による収入 12,193,308 9,602,400 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△64,117 － 

子会社株式の追加取得による支出 － △94,863 

差入保証金の差入による支出 － △214,939 

その他 3,759 △295 

投資活動によるキャッシュ・フロー 828,962 △1,038,865 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額（△は減少） △109,996 98,324 

長期借入れによる収入 200,000 245,012 

長期借入金の返済による支出 △78,794 △189,938 

社債の償還による支出 △7,000 △14,000 

連結子会社設立に伴う少数株主からの払込みによ

る収入 
－ 29,400 

株式の発行による収入 5,721 10,285 

自己株式の取得による支出 △53 － 

配当金の支払額 △147,683 △148,274 

その他 － △106 

財務活動によるキャッシュ・フロー △137,805 30,703 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 818,959 △288,380 

現金及び現金同等物の期首残高 1,028,955 1,847,914 

現金及び現金同等物の期末残高 1,847,914 1,559,534 
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（５）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(連結範囲の重要な変更) 

 平成25年６月４日付で、ＧＭＯアドパートナーズ株式会社との合弁で設立した株式会社トライズデジタルベースを 

第２四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。 

 

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成25年３月１日以後に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価償却に方法に変更しております。 

 これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。 

 

（７）連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等）

a．セグメント情報

１．報告セグメントの概要

当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

「ダイレクトマーケティング支援事業」はダイレクトマーケティングを実施する企業への各種メディア

枠の提供に加え、各種表現企画、制作、受注・物流等におけるノウハウ等のソリューションの提供を主な

業務としております。

「ダイレクトメール発送代行事業」はダイレクトメールを発送する企業に対し、郵便やメール便等を利

用し、印刷封入封緘作業等を含めた発送代行を主な業務としております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のために採用している会計処理

の方法と概ね同一であり、報告セグメントの利益又は損失(△)は、営業利益ベースの数値であります。 

なお、セグメント間の内部収益及び振替高は、一般取引と同様の条件に基づいて決定しております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成24年３月１日  至  平成25年２月28日）

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

連結財務諸表 
計上額 
(注)２  

ダイレクトマーケ
ティング支援事業 

ダイレクトメール
発送代行事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 30,819,330 3,006,829 33,826,160 － 33,826,160 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
－ 190 190 △190 － 

計 30,819,330 3,007,020 33,826,350 △190 33,826,160 

セグメント利益又は損失（△） 509,002 △12,282 496,720 － 496,720 

セグメント資産 10,755,472 1,569,774 12,325,246 － 12,325,246 

その他の項目          

減価償却費 63,987 497 64,485 － 64,485 

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
13,916 314 14,230 － 14,230 

（注）  １．セグメント売上の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

        ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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当連結会計年度（自  平成25年３月１日  至  平成26年２月28日）

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

連結財務諸表 
計上額 
(注)２  

ダイレクトマーケ
ティング支援事業 

ダイレクトメール
発送代行事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 28,265,272 7,758,298 36,023,571 － 36,023,571

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
－ 26,856 26,856 △26,856 －

計 28,265,272 7,785,154 36,050,427 △26,856 36,023,571

セグメント利益又は損失（△） 795,813 △20,413 775,400 48 775,448

セグメント資産 10,748,403 1,996,415 12,744,818 △3,129 12,741,689

その他の項目          

減価償却費 58,755 2,003 60,758 － 60,758

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
320,182 4,089 324,271 － 324,271

（注）  １．セグメント売上の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

        ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

        ３．セグメント利益の調整額は、貸倒引当金繰入額の調整額48千円が含まれております。

 

ｂ. 関連情報

      前連結会計年度（自  平成24年３月１日  至  平成25年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品及びサービスの区分の外部顧客への売上が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

 (1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

 (2）有形固定資産

  該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

  キューサイ株式会社 6,646,081 ダイレクトマーケティング支援事業

  株式会社テレビショッピング研究所 4,846,718 ダイレクトマーケティング支援事業

 

当連結会計年度（自  平成25年３月１日  至  平成26年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品及びサービスの区分の外部顧客への売上が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。
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２．地域ごとの情報

 (1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2）有形固定資産

  該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

  キューサイ株式会社 6,580,038 ダイレクトマーケティング支援事業

  株式会社テレビショッピング研究所 3,898,070 ダイレクトマーケティング支援事業

 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前連結会計年度（自  平成24年３月１日  至  平成25年２月28日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成25年３月１日  至  平成26年２月28日）

 

 

報告セグメント

その他
全社・消

去
合計ダイレクトマーケ

ティング支援事業

ダイレクトメー

ル発送代行事業
計

減損損失 28,166 8,631 36,797 － － 36,797

注）１．ダイレクトマーケティング支援事業において、本社移転に伴う減損損失を28,166千円計上しており

ます。当該減損損失は、連結損益計算書上、特別損失の「本社移転費用」に含めて表示しております。

注）２．ダイレクトメール発送代行事業において、本社移転に伴う減損損失を413千円計上しております。

なお、当該減損損失は、連結損益計算書上、特別損失の「本社移転費用」に含めて表示しております。ま

た、固定資産及びソフトウエアの減損損失を8,217千円計上しております。

 

     ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

前連結会計年度（自  平成24年３月１日  至  平成25年２月28日）

（単位：千円） 

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計ダイレクトマーケ

ティング支援事業

ダイレクトメー

ル発送代行事業
計

当期償却額 － 42,065 42,065 － － 42,065

当期末残高 － 446,215 446,215 － － 446,215

 

 

当連結会計年度（自  平成25年３月１日  至  平成26年２月28日）

（単位：千円） 

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計ダイレクトマーケ

ティング支援事業

ダイレクトメー

ル発送代行事業
計

当期償却額 － 99,756 99,756 － － 99,756

当期末残高 － 414,630 414,630 － － 414,630
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     e．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

前連結会計年度（自  平成24年３月１日  至  平成25年２月28日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成25年３月１日  至  平成26年２月28日）

      該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自  平成24年３月１日
至  平成25年２月28日）

当連結会計年度
（自  平成25年３月１日
至  平成26年２月28日）

１株当たり純資産額 1,125.49円 1,152.13円

１株当たり当期純利益金額 33.53円 50.36円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 33.25円 50.18円

 

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（自  平成24年３月１日
至  平成25年２月28日）

当連結会計年度
（自  平成25年３月１日
至  平成26年２月28日）

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益金額（千円） 248,202 374,949

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 248,202 374,949

期中平均株式数（株） 7,402,427 7,445,447

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 61,387 25,950

（うち新株予約権（株）） （61,387） （25,950）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要

  －   －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

㈱トライステージ(2178)  平成26年２月期　決算短信

21



５．その他

(1) 役員の異動

 該当事項はありません。

 

(2) その他

   該当事項はありません。
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